
株式会社　日専連ファイナンス

代表取締役　櫻井　貴浩

　割 賦 売 掛 金

　前  払  費  用 　未    払    金

　その他流動資産

　貸 倒 引 当 金

　ソフトウェア等

（資産の部） 　　　     　円 （負債の部） 　　　     　円

流　動　資　産 9,400,286,978 流　動　負　債 6,439,078,144

　貸　借　対　照　表
 （令和７年３月３１日現在）

科　　　目 金　　額 科　　　目 金　　額

10,500,803 76,792,189

527,404,231 　未払法人税等 616,500

△ 733,968,000 　預　　り　　金 722,786,931

　現  金  預  金 1,977,599,876 　買    掛    金 1,259,468,838

7,618,750,068 　短 期 借 入 金 3,294,500,000

 有形固定資産 52,898,897 　債務保証損失引当金 824,645,000

　設          備 25,374,395 　利息返還損失引当金 78,954,000

　 　商　　品　　券 43,550,000

固　定　資　産 896,429,837 　賞　与　引　当　金 16,741,000

 無形固定資産 96,404,465

96,404,465 固　定　負　債 107,183,230

　器  具  備  品 27,524,502 　割賦繰延利益 117,009,139

　 　その他流動負債 4,014,547

　投資有価証券 93,552,233 　預り保証金等 46,398,917

　出    資    金 2,045,000 負　債　合　計 6,546,261,374

　 　退職給付引当金 57,010,313

 投資その他の資産 747,126,475 　役員退職慰労引当金 3,774,000

　繰延税金資産 497,258,137 　資  本  金 100,000,000

　その他前払費用 9,759,065 　その他資本剰余金 455,000,000

　関係会社株式 79,950,000 （純資産の部）

　敷 金 保 証 金 61,416,400 株　主　資　本 3,759,137,606

繰  延  資  産 19,423,295 　　その他利益剰余金 3,064,837,606

　　　退 職 積 立 金 20,000,000

　その他の投資 3,145,640 　利 益 剰 余 金 3,204,137,606

　　利 益 準 備 金 139,300,000

評価・換算差額等 10,741,130

その他有価証券評価差額金 10,741,130

　　　別 途 積 立 金 2,903,100,000

　　　繰越利益剰余金 141,737,606

純　資　産　合　計 3,769,878,736

資　産　合　計 10,316,140,110 負債及び純資産合計 10,316,140,110

第６５期　決　算　公　告



個別注記表
１. 継続企業の前提に関する注記

　　該当ありません。

２. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）固定資産の減価償却方法

① 有形固定資産　・・・・・・・・定率法を採用しております。ただし、平成２８年４月１日以降取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しておりま
す。

② 無形固定資産　・・・・・・・・定額法を採用しております。
③ リース資産　 ・・・・・・・・・・ リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法を採用し

ております。
(２）引当金の計上基準

① 貸倒引当金　・・・・・・・・・・債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒
実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については回収可能
性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 利息返還損失引当金・・・ 将来の利息返金の請求に備えるため、過去の返金実績率等を勘
案した必要額を計上しております。

③ 債務保証損失引当金・・・ 将来の債務保証の履行による損失に備えるため、債務保証残高
を考慮し、損失額を合理的に見積もった額を計上しております。

④ 退職給付引当金・・・・・・・ 従業員の退職給付に備えるため、期末退職金要支給額から特定
退職金共済退職給付金積立額を控除した額を計上しております。

⑤ 役員退職慰労引当金・・・ 役員の退職慰労金に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく
期末要支給額から退職積立金を控除した額を計上しております。

⑥ 賞与引当金・・・・・・・・・・・ 従業員の賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支
給見込み額に基づき計上しております。

（３）収益の計上基準
部門別の収益計上基準は期日到来基準とし、次の方法によって計上しております。

① 包括信用あっせん・・・・・・主として７８分法
② 個別信用あっせん　・・・・・主として７８分法
③ 融　　　　　資　・・・・・・・・・ 主として残債方式
④ 信 用 保 証　　・・・・・・・・・主として残債方式

（４）有価証券の評価基準および評価方法
① 市場価格のあるもの・・・・ 期末日の市場価格等に基づく時価法
② 市場価格のないもの・・・・ 移動平均法による原価法
③ 子会社株式・・・・・・・・・・・ 移動平均法による原価法

（５）消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

３. 貸借対照表に関する注記
（１）担保に供している資産及び担保に係る債務

（２）減価償却累計額
有形固定資産の減価償却累計額 円

（３）保証債務
信用保証部門の保証残高 円

担保に供している資産
（単位：円）

定期預金 150,000,000 短期借入金 150,000,000

200,100,423

132,351,576,414

担保に係る債務
資産の種類 金　　額 債務の種類 期末残高
割賦売掛金 5,899,244,328 短期借入金 3,144,500,000



（４）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
円
円

（５）部門別の割賦売掛金残高及び割賦利益繰延残高

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

４. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　　繰延税金資産
　　貸倒引当金 円

　　債務保証損失引当金 円

　　利息返還損失引当金 円

　　その他有価証券評価差額金 円

　　退職給付引当金 円

繰延税金資産合計 円

　　繰延税金負債
　　その他有価証券評価差額金 円

繰延税金負債合計 円

　　繰延税金資産の純額 円

５. １株あたり情報に関する注記
１株あたり純資産額
１株あたり当期純利益

６. 当期純利益の額
　　３６,３７４,３８３円

117,009,139計 7,618,750,068

買　掛　金 10,134,440

5,087,047,654 64,342,664 24,841,902

未　払　金 0

部　　　門 割賦売掛金残高 割賦利益繰延残高 （

497,258,137

67,925円74銭
655円39銭

24,720,497
240,427

17,849,929
502,394,542

△ 5,136,405
△ 5,136,405

201,387,339
258,196,350

43,841,826

個別信用あっせん 800,457,305 52,666,475 18,999,924
融　　　　　資 1,731,245,109 - －

割賦利益繰延残高

の内、加盟店手数料

包括信用あっせん


	０６年度

